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韓国における国際協力 NGO と開発援助

金　　　孝　淑

要　旨
　本稿は、韓国の国際協力 NGO の活動動向を分析し、それが政府によって実施される ODA に
対して果たしてきた役割を明らかにすることを目的とする。そのために、第 1 に、1990年以降に
見られる韓国の国際協力 NGO の量的増加とその背景を探る。第 2 に、設立目的、地域別・分野
別援助に見られる動向を分析し、韓国の国際協力 NGO の活動上の特徴を指摘する。ここでは、
その特徴をより明確に示すために、可能な範囲で日本の国際協力 NGO との比較を行う。第 3 に、
NGO の事業を支援する ODA のスキームと具体的事例を用いた NGO による ODA へのアドボカ
シー活動に関する検討を行い、ODA と国際協力 NGO との関係性を考察する。これらの分析を
通じて、本稿は、韓国の国際協力 NGO の活動が政府による ODA の効果の向上を促進し、さら
に世界の貧困削減に向けた政府の努力を補完してきたことを明らかにする。

キーワード：韓国、国際協力 NGO、ODA、貧困削減、日本

1 ．はじめに

　2010年、韓国は経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development: 

OECD）の開発援助委員会（Development Assistance Committee: DAC）に加盟し、正式な援

助供与国として国際社会の貧困と開発問題に取り組むこととなった。韓国は、1987年に有償援

助の実施機関である対外経済協力基金（Economic Development Cooperation Fund: EDCF）

を設立し、1991年には無償援助の実施機関として韓国国際協力団（Korea International 

Cooperation Agency: KOICA）を設立した 1 ）。このように二国間援助の実施体制を整備した

1990年前後から韓国の政府開発援助（Official Development Assistance: ODA）は本格的に実

施され始めたのである。その後、1996年には新興工業国の一つとして OECD に加盟したが、

翌年のアジア通貨危機に端を発した経済危機によって ODA 予算は大きく落ち込んだ。経済危

機から回復した2000年代中盤以降、韓国政府はようやく ODA の量的拡大、質の改善、政策一

貫性の向上に向けた改革を実施した（Kim 2012）。具体的には、2004年に 4 億2332万ドルで

あった ODA 総額が、2014年に18億5067万ドルに増加し、過去10年間で 4 倍以上に伸びた。二

国間援助に占めるアンタイド援助の割合は、2006年にわずか1.9％であったが、2013年には
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61.7％に改善した。地域別では、貧困が集中するサブ・サハラ・アフリカに対する ODA が

2004年の2381万ドルから2014年の 3 億1771万ドルに飛躍的に増加した。2000年代中盤以降、韓

国政府は途上国の貧困削減に向けた ODA の実施を強化しているのである。

　本稿は、韓国の国際協力 NGO（non-governmental organization）の活動動向を分析し、そ

れが以上のような政府による ODA の実施に対して果たしてきた役割を明らかにすることを目

的とする。なお、ここ数年、韓国では途上国向けの開発事業及び救助活動を実施している民間

団体を指す用語として「市民社会組織（civil society organization）」が意識的に使用されてい

る。これは2011年にプサンにおいて開催された「援助効果向上に関するハイレベル・フォーラ

ム（以下、プサン総会）」の後、国際協力に対する市民の自発的努力や参加を強調するためで

ある（KCOC・KOICA 2014: 14）。ただし、日本と同様に「NGO」や「非営利団体（non-profit 

organization）」も同義の用語として広く使用されている。その場合は「開発 NGO」と「国際

開発 NGO」が最も一般的であるが、本稿では日本において同義に使われている「国際協力

NGO」を使用し、用語を統一することにする。

2 ．先行研究と研究方法

　これまでの研究の中には、韓国の ODA が自国の国益に動機づけられて実施されてきたと論

じるものが多い。例えば、対アセアン援助を研究したソン・チェ（2008）は、韓国の ODA が

受入国の貧困削減を目指す「開発協力」としてよりも、貿易や FDI とともに韓国自身の経済

的利益を獲得しようとする「経済協力」の一環として実施されてきたと指摘した。Kim（2013）

は、韓国の ODA は歴代政権が共通して掲げてきた「経済外交」と「韓国の先進国化」という

2 大外交政策目標を反映して実施されてきたと分析する。Kim and Oh（2012）は、1990年代

以降、経済的利害が韓国の援助配分において決定的な影響を与えてきたことを計量分析によっ

て明らかにした。

　ODA は外交政策の一手段として供与国の国益を追求するために実施される（Hook 1995）。

このような主張は、韓国のみならず、他の先進諸国が ODA を供与する動機を理解する上で重

要な論点を提供してきた。しかし、Lumsdaine（1993）は、このような主張だけでは先進諸国

で見られる援助行動の収斂傾向は説明できないと指摘する。そこで、彼は、「困っている人を

助け、世界の貧困を撲滅しなければならない」という「アイデア（moral vision）」が国際社会

における対外援助を促進し、この規範に基づくレジームの形成によって先進諸国の援助行動が

貧困削減に収斂してきたと論じた。具体的には、ODA に占める多国間援助の割合が増えたり、

二国間援助のアンタイド化が進んだり、援助をより貧困な国に集中させたりという傾向である

（Lumsdaine 1993）。前節で述べたように、このような傾向は韓国の ODA においても見られ
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ており、その結果、近年の韓国の ODA 行動は他の DAC 諸国の平均的行動に近づいている

（Kim 2012; Marx and Soares 2013）。実際、韓国の対アフリカ援助や低所得国向け援助におい

ては、貧困削減が援助配分決定要因の一つとなっている（Kim and Oh 2012; Yoon and Moon 

2014）。

　本稿では、韓国政府が世界の貧困を削減するための協調的取り組みを強化するようになった

重要な背景として、国際協力 NGO の役割に焦点を当てる。NGO、特にヨーロッパの NGO の

援助配分において、貧困削減は重要な決定要因である（Nancy and Yontcheva 2006）。また、

NGO による援助は ODA よりも途上国の貧困削減への貢献度が高い（Dreher, Molders and 

Nunnenkamp 2007; Koch, Dreher and Nunnnenkamp 2008; Nunnenkamp, Weingarth and 

Weisser 2008）。通常、NGO による援助事業は、途上国における現地のニーズに合わせた草の

根レベルでのきめ細かな対応が可能であり、世界の貧困を削減する上で ODA を補完する役割

を果たす（Kim and Potter 2014）。さらに、国際協力 NGO はアドボカシー活動を通じて

ODA が途上国の貧困削減のために実施されるように誘導することもできる。

　Lumsdaine and Schopf（2007）は、近年の韓国では NGO を含めた市民社会の成長とボラン

ティア文化に基づく人道主義の価値の向上が見られるとし、このような市民社会の台頭が、特

に進歩政権であった金大中（1997年から2002年まで）と廬武鉉（2002年から2007まで）政権の

下で ODA の増額につながったと指摘する。一方で、Watson（2012）によれば、韓国の国際

協力 NGO の活動は、エリート主導型の韓国（さらには、アジアンドナー）の ODA から生じ

る諸問題、例えば、現地での文化交流の欠如、韓国での研修不足、援助活動参加後の就職難等

を浮き彫りにするという。Watson（2012）は、韓国の国際協力 NGO によるグローバル市民

教育を通じた援助議論の拡散はこれらの問題を改善し、新興ドナー国と受入国との間のパート

ナーシップ構築に貢献すると論じた。

　しかしながら、以上のような研究者による学術的貢献にもかかわらず、韓国の国際協力

NGO に関する学界の関心は低く、依然として解明されていない部分が多く残されている。本

稿では、韓国の国際協力 NGO の活動と ODA との関係に関する理解をさらに高めるために、

次の 3 つの分析を行う。まず、 1 つ目は、韓国の国際協力 NGO の量的成長に関する分析であ

る。ここでは、国際協力 NGO の団体数の推移を分析し、1990年代と2000年代中盤以降に見ら

れる量的増加の背景をそれぞれ探っていく。 2 つ目はその活動に関する分析であり、韓国の国

際協力 NGO の設立目的、地域別・分野別援助に見られる動向及び特徴に焦点を当てる。この

二つ目の分析においては、韓国の国際協力 NGO の特徴をより明確に示すために、可能な範囲

で日本との比較を交えることにする。 3 つ目は、ODA との関係性に関する分析である。この

分析では、NGO の活動を支援する ODA のスキームを紹介し、そこに見られる傾向を指摘する。

それから、2010年に制定された国際開発協力基本法の改定過程と韓国政府の国際援助透明性イ
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ニシアティブ（International Aid Transparency Initiative: IATI）への加盟を事例に取り上げ

ながら、韓国の国際協力 NGO による ODA へのアドボカシー活動について述べていく。

　韓国には国際協力 NGO に関するデータベースが整備されておらず、正確な団体数や統一基

準に基づく活動内容を把握することは困難である。そのために、本稿では国際開発協力民間協

議会（Korea NGO Council for Overseas Development Cooperation: KCOC）が隔年で発行して

いる『韓国国際開発協力 CSO 便覧』からデータを収集した。韓国の国際協力 NGO の登録上の

法人形態は、社団法人、非営利民間団体、財団法人等、様々で、登録機関も統一されていない。

このような状況の中で、KCOC は2013年度版便覧の調査対象として、①NGO の協議体である

KCOC、国際開発協力市民社会フォーラム（Korean Civil Society Forum on International 

Development Cooperation: KoFID）、地球村貧困退治市民ネットワーク（Global Call to Action 

Against Poverty: GCAP）に加盟している団体と、②KOICA と官民連携事業を実施したこと

のある団体、③民間団体事業発掘支援事業への申請団体等をリスト化し、重複した団体を除く

241団体を選定した 2 ）（KCOC・KOICA 2014: 13）。このリストには、「韓国において国際開発

協力事業を実施する法人格を有した団体がほとんど全て含まれる（KCOC・KOICA 2014: 

13）」という。ただし、2013年便覧には、同調査に応じた114団体のみの活動データが掲載され

ており、本稿もこの114団体の活動内容を分析対象とした。本稿の分析は主にこの資料に基づ

いているが、必要に応じて最も古い2003年版便覧『世界貧困地域における韓国 NGO』（KCOC 

2003）に掲載されている32団体の活動内容との比較を行う。このほか、本稿での分析は政府機

関が発行した白書や政策文書及び筆者が2014年 2 月に韓国で行った現地調査や関係者へのイン

タビューの内容を参考にした。なお、日本の国際協力 NGO に関するデータは、Kim and 

Potter（2014）を参照した。韓国と同様に、日本の国際協力 NGO に関してもデータ収集上の

問題がある。Kim and Potter（2014）は、JANIC（The Japan NGO-Center for International 

Cooperation）のホームページに掲載されている406の国際協力 NGO の内、途上国向けの援助

を行っている286団体の活動を分析した。彼らは、上記の KCOC の調査対象期間と近い2012年

にデータを収集しており、その研究結果は本稿の分析の比較対象として適していると判断した。

3 ．ODAに対する国民の支持と国際協力NGOの量的成長

　近年 ODA に対する韓国国民の支持が高まっている 3 ）。2005年に実施された ODA に関する

世論調査では、回答者の62.3％が政府による対途上国援助（対外援助）に賛成であると答えた。

賛成の理由としては、「途上国の貧困と疾病退治が人類の平和的共存に寄与するから」が28.9％

で最も多く、「過去に我が国も外国からの援助の恩恵を受けたから」が27.7％、「我が国の国際

的イメージと地位を向上させることができるから」が23.6％、「我が国企業の海外進出を支援
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する手段であるから」が18.6％を占めた 4 ）（TNS Korea 2005: 3）。2014年に実施された ODA

に関する最新の世論調査では、ODA に賛成すると答えた回答者の割合がさらに増加し、

86.5％に上った（キョンヒ大学校産学協力団・ODA Korea 2014：31）。賛成の理由としては、

「過去に我が国も外国からの援助の恩恵を受けたから」が37.9％に大幅に増え、続いて「低開

発国の貧困問題の解決に寄与することができるから」が29.0％、「国際社会の安定と平和共存

に寄与するから」が10.8％を占めた。「我が国の国際的イメージの向上や外交に役立つから」

と「我が国企業の海外進出に役立つから」を理由に挙げた回答者は、それぞれ12.6％と9.7％で

あった（キョンヒ大学校産学協力団・ODA Korea 2014: 33）。従って、近年韓国国民による

ODA への支持が拡大した背景には、自国の国益よりも世界の貧困削減に協力しなければなら

ないという元援助受入国としての義務感と責任感が社会に広がってきたことがあると言えるだ

ろう（Kim 2015: 13）。

　このような ODA に対する国民の支持拡大とともに、韓国の国際協力 NGO の数も大きく増

加している。1990年までに海外向けの援助事業を行っていた韓国の NGO は、韓中文化協会

（事業開始年度：1965年）、韓国国際奉仕機構（事業開始年度：1988年）、バングラデシュ開発

協会（事業開始年度：1988年）、韓国国際飢餓対策機構（事業開始年度：1989年）、ハンマウ

ム・ハンモム運動本部（One Body One Spirit、事業開始年度：1990年）の 5 団体のみであっ

た。図表 1 が示すように、韓国の国際協力 NGO が活性化し始めたのは1990年代である。1990

年代前半には新たに13団体が、1990年代後半と2000年代前半にはそれぞれ16団体、20団体が途

上国を対象にした援助事業を新たに開始した。

　この数は、2000年代中盤以降、さらに顕著な増加傾向にある。現在の韓国の国際協力 NGO

のうち約半数に当たる54団体は、2006年から2013年までの間に海外向け援助事業を開始した。
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出所：KCOC・KOICA（2014）に掲載されている NGO の海外事業開始年度を調べ、グラフ化した。

図表 1　海外援助を始めた韓国のNGO団体数（ 5年ごと）
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このような数の増加に伴い、韓国の国際協力 NGO による援助総額は2006年の1005.60億ウォン

から2013年の4193.42億ウォンに拡大した（KCOC・KOICA 2014: 22）。なお、分析対象である

114の NGO のうち 5 団体は国内向けの事業のみを行うか、海外向け援助事業の開始年度が不

明であった。また、ここで NGO の設立年度ではなく、海外向け援助事業を開始した年度を集

計した理由は、次節において述べることにする。

　このような国際協力 NGO の量的成長は、1990年代に見られる韓国の市民社会の全体的動向

と合致する。韓国における市民社会は1989年の民主化によって本格化した。そして、1997年に

発生した経済危機を契機に、失敗した政府と市場に代わって社会サービスを供給することを求

められた結果、その役割が増大した。さらに、金大中政権下の2000年に政府による市民団体へ

の補助金や租税減免措置等の財政的支援を定めた「非営利民間団体支援法」が施行されたこと

も、韓国における市民社会の成長を促進した（林 2002）。

　一方で、2000年代中盤以降に見られる韓国の国際協力 NGO の更なる成長には、国内外で起

こった援助に関する次の 3 つの出来事が影響した。第 1 に、2004年12月24日に発生したスマト

ラ沖地震である。この地震によって発生した津波は、周辺国のみならず、東アフリカの国々を

も直撃し、広範囲で甚大な被害をもたらした。災害直後は、各国政府や国際機関及び NGO や

個人を含めた民間から次々と緊急援助が発表された。韓国政府もこの自然災害に対する緊急援

助として5000万ドルの支援を発表した。しかしながら、韓国国内では、先進国との競争的観点

から無理をして多額の支援を約束したのではないかとの批判が広がった。その後、この批判は

ODA 全般に関する議論に発展し、ODA に対する韓国国内社会の関心を高めていった（国会

事務処法制室 2005：1）。一方で、多数の韓国の NGO もこの自然災害に対する救助活動に参

加したが、それを通じて途上国の開発に対する関心と認識が高まったことも韓国における国際

協力 NGO の成長につながった 5 ）。

　第 2 に、韓国の DAC 加盟とそれに向けた ODA 改革があげられる。韓国政府は2005年11月

に国務会議に提出した『国際開発協力総合改善対策』において DAC に加盟する方針を明らか

にした（国務調整室 2005：27）。これ以降、韓国政府は ODA の量的拡大や質の改善及び政策

の一貫性の向上のための改革に着手した。その結果として ODA 総額が増加したことや援助の

アンタイド化が進んだこと等は上述した通りであるが、さらに、政策の一貫性を高める取り組

みとして「国際開発協力基本法」が制定された。

　しかしながら、韓国の ODA は、国際社会で形成された様々な規範やルールを遵守し、国際

協調体制の中でその透明性を向上させていく必要がある等、依然として多くの課題を抱えてい

る。このような状況は、政府の ODA 改革に対する市民社会の関心を喚起し、援助や救助活動

を目的とする NGO のみならず、アドボカシーや研究を目的とする NGO が設立される背景に

なった。韓国の国際協力 NGO 全体から見れば、このような機能を持つ NGO は依然として非
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常に少ない。しかし、多様な目的を持った NGO が出現するようになったことは、韓国の国際

協力 NGO の成長において注目すべきことであろう。

　最後に、2011年に韓国のプサンにおいて援助効果向上に関するハイレベル・フォーラムが開

催されたことがあげられる。それまでの韓国の国際協力 NGO は「救助団体」という認識のも

とで各自の援助事業を実施していた。しかし、同フォーラムの開催準備過程において、自らを

「市民社会の一部としての国際協力 NGO」であると認識するようになり、2009年には国際協力

NGO を中心とした市民社会ネットワークである KoFID を組織した 6 ）。その後、KoFID は

Better Aid を通じた世界の援助効果議論に参加し、援助効果を上げるための意見書の提出や、

討論会、ワークシップ、セミナーの開催、様々な媒体におけるインタビュー、社説の掲載等を

通じて市民を対象としたキャンペーンを展開した（キム・ホン 2014：189）。詳しくは後述す

るが、このような市民社会によるネットワーク形成とそれによるアドボカシー活動の強化は、

政府と市民社会間の関係にも変化をもたらした。

4 ．韓国の国際協力NGOの活動に見られる特徴

　前節では、1990年代以降に見られる韓国の国際協力 NGO の量的成長及び質的変化とその背

景について述べた。本節では、日本との比較を交えながら、韓国の国際協力 NGO の活動に見

られる動向及び特徴について述べていく。

　まず、第 1 に、韓国では当初国内向けの福祉事業を行うことを目的に設立されたが、その後

に海外向けの援助事業を始めた NGO がかなり存在する。『2013韓国国際開発協力 CSO 便覧』

に掲載されている114団体の設立目的を調べた結果、このような NGO は27団体（23.7％）に

上った。なお、本来の国際協力 NGO の目的である国際協力及び国際救助活動のために設立さ

れた NGO は83団体（72.8％）で、残りの 6 団体（5.3％）は対北朝鮮支援を設立目的にしてい

た。これが前節の図表 1 において NGO の設立年度ではなく、海外向け援助事業を開始した年

度をデータ集計の基準にした理由である。

　さらに、114のうち52団体は、途上国に対する海外援助事業と並行して、現在でも国内の子

供、女性、障がい者等の社会的弱者や貧困層を対象にした福祉事業を行っている。例えば、社

会福祉法人監理教テファ福祉財団は、韓国初の社会福祉機関として1921年に設立され、2007年

からはモロッコ、カンボジア、ラオス等において地域福祉センターの運営を通じた海外援助事

業を行っているが、現在でも韓国国内において42の社会福祉施設を運営している 7 ）。また、

セーブ・ザ・チルドレン・コリアは1953年に韓国に支部を設置し、朝鮮戦争による孤児や被害

者の救助活動を行って以来地域開発事業を含めた韓国国内向けの事業を行ってきた。同 NGO

は、1996年に内モンゴルに対する教育事業を実施し、海外援助事業を開始したが、現在でも国
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内の子供を対象にした教育や保健医療の事業を継続して実施している。同機関総支出に占める

国内事業費と海外事業費の割合は、2014年度においてそれぞれ27.6％と44.0％を占めた 8 ）。こ

のような傾向は、世界の最貧国から比較的短い時間で急速な経済成長を実現した結果であるが、

しかしながら、依然として国内セーフティネットが十分に整備されていない韓国の国内状況を

も反映しているといえる。

　第 2 に、上記のテファ福祉財団のように、韓国の国際協力 NGO の中には設立と活動におい

て宗教が関連している NGO（58団体）が多い。その数は、関連宗教がない NGO（55団体）の

数を上回っている。中でも、新教（プロテスタント）ベースの NGO が42団体で最も多く、仏

教が 8 団体、円仏教とカトリック教がそれぞれ 4 団体である 9 ）（KCOC・KOICA 2014: 17）。

このように、韓国では、宗教が世界の貧困や開発問題及び自然災害に対する国民の関心を高め、

海外向けの援助活動を活発化させるのに大きく貢献してきた。特に、これは、宗教ベースの

NGO が少ない日本とは大きく異なる点であるといえる。日本のほとんどの国際協力 NGO は、

「宗教をボランティア精神のもととしてみるよりも、開発と世界平和のためには（政治的イデ

オロギーや民族等と同じく）その違いが差別の対象になってはならないという認識、あるいは、

国際協力 NGO の活動において特別な意味を与えるべきではないという考え方を持っている」

（Potter 2014: 76）。

　第 3 に、上述したように、対北朝鮮支援を目的として設立された NGO の存在があげられる。

この特徴は、休戦状態にある分断国家という韓国の特殊な状況を反映しているといえる。なお、

北朝鮮に対して援助を行っている NGO は、全体の13.2％に当たる15団体であった。一方で、

韓国政府による対北朝鮮援助の中には ODA の定義を適用できる援助分も含まれるが、それは

ODA 統計には含まれない。ODA に含めることのできる対北朝鮮援助は2013年に1230万ドル

であった10）（OECD 2015: 235）。

　第 4 に、韓国の国際協力 NGO の援助は、地理的に近いアジア諸国に集中している。図表 2

は、日韓の国際協力 NGO と ODA の主要援助対象国のうち、上位10ヵ国をまとめたものであ

る。この図表が示すように、東南アジアのフィリピン、カンボジア、ベトナム、南アジアのネ

パール、バングラデシュは、日本の国際協力 NGO の主要援助対象国においても確認できる。

ただし、日本の国際協力 NGO の主要援助対象国には、タイやインドネシア等、域内でも比較

的所得の高い国が含まれる一方で、韓国のそれには比較的開発が遅れている CLMV 諸国が上

位に位置する傾向が見られる11）。

　さらに、第 5 に、韓国の NGO による援助は日本のそれよりも全体に占める対アフリカ援助

の割合が高い。2013年に韓国の国際協力 NGO がアフリカ向けに実施した援助事業数は、全体

（1316件）の31.2％を占める410件であった。これは、全体の55.5％を占めたアジア向けの援助

事業数（732件）を下回るが、アジア向けの援助事業数が圧倒的に多い日本より高い割合であ
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る。日本の場合、国際協力 NGO が実施したアジアとアフリカ向け事業数は、それぞれ全事業

数の70.9％と14.1％を占めた。一方で、援助の事業費（2013年）で見た場合は、韓国の国際協

力 NGO による対アフリカ援助の総事業費は1256.5億ウォンと、アジア向け援助総事業費の

1233.0億ウォンをわずかに上回っている。アフリカの国を対象に何らかの援助事業を実施した

NGO の数は、2003年にわずか 9 団体であったが、過去10年間で 6 倍増し、2013年には54団体

に増加した。

　韓国とアフリカの間に地理的距離の制約があることや歴史上の関わりがほとんどないことを

考慮すれば、以上のような韓国の国際協力 NGO の活動におけるアフリカの優先順位の高さは

無視することのできない重要な動向である。特に、最近では、団体の創設時にはアジア向けの

援助事業のみを実施していた NGO が、新たにアフリカ向けの援助事業を開始する場合が多く

見られる。例えば、国際 NGO センミョンヌリ（International NGO Life World）は、2002年

にインドにおいて農民教育を実施し、海外援助事業を開始したが、2012年に新たにマラウイに

支部を設置し、アフリカにもその活動を拡大させた。マラウイでは「幸せな町づくり（ヘン

ボッカン・マウル・マドルギ）」という援助事業モデルのもと、持続可能な農業を中心とした

地域社会開発の援助事業を実施している。この事業は同 NGO がインドにおいて実施し、その

成果が得られたものをアフリカにも伝播しようと始めたものである12）。また、韓国健康管理協

会は、1995年以来中国、ラオス、モンゴル、カンボジア等アジアのみにおいて保健・医療関連

図表 2　日韓の国際協力NGOと ODAの主要援助対象国上位10ヵ国

日　　　本 韓　　　国

NGO による援助 ODA NGO による援助 ODA

主要対象国 主要受入国 主要対象国 主要受入国

1 フィリピン（8.1） ミャンマー カンボジア（8.3） ベトナム

2 カンボジア（7.2） ベトナム フィリピン（7.1） アフガニスタン

3 ネパール（6.4） インド ベトナム（5.2） カンボジア

4 インド（6.2） インドネシア ミャンマー（4.6） スリランカ

5 タイ（5.6） アフガニスタン ケニア（4.0） タンザニア

6 インドネシア（5.4） イラク ネパール（3.8） バングラデシュ

7 スリランカ（4.6） タイ バングラデシュ（3.6） インドネシア

8 バングラデシュ（3.8） バングラデシュ ラオス（3.3） モザンビーク

9 ベトナム（3.4） 中国 モンゴル（3.2） フィリピン

10 中国（3.4） スリランカ エチオピア（3.1） モンゴル
出所： 日本の部分は Kim and Potter（2014: 95）の Table 2 から抜粋。韓国に関しては、KCOC・KOICA（2014: 25）の表10か

ら抜粋。ODA に関するデータは OECD（2015: 232, 236）。
注： NGO による援助の主要対象国は、当該国向け援助の「事業数」に基づいて集計されている。また、括弧内の数字は、

NGO による全事業数に占める当該国向け事業数の割合を示す。
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の援助事業を実施してきたが、2009年からはスーダンにおいて住血吸虫退治事業を実施し、ア

フリカに活動領域を広げた。なお、同事業は後述する国際貧困退治寄与金からの支援により実

施された13）。このほか、コピオン（COPION）、フレンズ（Friends）、ジグチョン・ナヌム・

ウンドン（Global Civic Sharing）、ジグチョン・コンセンフェ（Good Hands）、韓国希望財団

（Korea Hope Foundation）、ビジョン・ケア（Vision Care）、ウィド（WITH）等が、同じく

2000年代中盤以降新たにアフリカ向けの援助事業を開始している。これにより、韓国の NGO

が援助事業を実施したアフリカの国の数は、2003年の 8 か国（ガーナ、ベナン、エチオピア、

ウガンダ、ケニア、ルワンダ、モザンビーク、ジンバブエ）から、2013年の37か国に大きく拡

大した。

　さらに、韓国の国際協力 NGO の活動は、全体的に教育や保健医療、その他社会インフラと

サービス等の分野に集中しているが、その中でもアフリカ向けの援助事業はアジア向け援助事

業よりも「基礎」社会分野に重点を置いている点で注目すべきである。例えば、アフリカを対

象にした保健医療関連の援助事業の内、75％は基礎保健診療、栄養、伝染病管理、保健教育、

マラリアや結核退治等の基礎保健医療を目的に実施され、残りの25％は保健政策及び行政管理、

医療教育・訓練、医療研究、医療サービス等のために実施された。一方で、アジアではこれら

を目的に実施された保健医療事業の比率は48％と52％であった。このような傾向は教育関連の

援助事業でも確認できた。アフリカでは教育関連の援助事業の内、60.3％が初等教育関連のも

のであったのに対し、アジアでは同援助事業は49.2％にとどまった。さらに、基礎飲料水供

給・基礎衛生と食料援助を目的とした援助事業数は、アジアよりもアフリカにおいてより多く

実施された。従って、韓国の国際協力 NGO による対アフリカ援助は、対アジア援助よりも貧

困層の生活改善に直接的に貢献する事業が多い傾向にある。

5 ．韓国におけるODAと NGO

　それでは、以上のような韓国の国際協力 NGO が ODA において果たす役割は何であろうか。

韓国において NGO と ODA はどのような関係にあるのか。本節では、NGO の活動を支援する

ODA のスキームと NGO による ODA へのアドボカシー活動を具体的な事例を挙げながら、

検討していく。

5 －⑴　ODAを通じた国際協力NGOの事業支援

　韓国政府は2010年に ODA の中期的政策を示した『国際開発協力先進化方案』を発表し、援

助効果の向上のためには、NGO と民間企業との適切な役割分担を通して相乗効果を期待でき

る連携事業モデルを実施する必要があると明記した。さらに、同方案では、NGO 支援と民間
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事業を合わせた民官協力（Public-Private Partnership、日本では官民連携）事業に対する予算

を2015年までに2010年の10倍に当たる900億ウォンに拡大させる方針が示された（関係部

処 2010：82-83）。このような韓国 ODA の民官協力戦略は無償援助のスキームを中心に推進

されており、それには「市民社会協力プログラム」、「グローバル・社会貢献（CSR）プログラ

ム」、「大学とのパートナーシップ・プログラム」がある。

　「市民社会協力プログラム」は、KOICA を通じて「開発途上国の貧困削減と福祉増進のた

めに活動する NGO の開発協力事業を支援（国務調整室・企画財政部・外交部 2014：97）」す

る無償援助のスキームである。主要な支援対象は 2 種類あり、それは①教育や保健医療及び所

得向上等を含めた途上国の現地住民、特に貧困層のケーパビリティー向上と生活環境の改善を

目的とした事業と、②自然災害や紛争の被害地域に対する緊急救助活動と復興支援を目的とし

た事業である。支援規模は総事業費の80％以内で、一事業あたり 4 億ウォンを限度に行われ

る14）（国務調整室・企画財政部・外交部 2014：97；KOICA 2015）。

　この NGO 支援は、1995年に開始されて以来年々増加傾向にある。特に、国際協力 NGO の

組織数が飛躍的に増加し始めた2005年には、支援を受けた NGO の事業数は32件であったが、

2014年には82件に拡大した。2005年に20.11億ウォンであった総支援額も、2014年には125.96億

ウォンと、約 6 倍増した。また、2014年に支援を受けた NGO 事業（金額ベース）の56％はア

ジア、37％はアフリカ、残り 7 ％は中南米を対象とした事業であった（KOICA 2015）。この

ような地域別配分は、前節でまとめた NGO 全体の地域別配分と大きく変わらない。なお、上

記の韓国 ODA の民官協力スキームの内「グローバル・社会貢献（CSR）プログラム」は、韓

国の営利法人が設立した非営利財団の海外援助事業を支援するものであり、「大学とのパート

ナーシップ・プログラム」は KOICA の終了プロジェクトの事後管理に大学の協力を促進する

ことと大学が発掘した開発事業を支援することを目的とする（国務調整室・企画財政部・外交

部 2014：98-99）。さらに、2012年には、政府、民間企業、市民社会、学界が参加する官民協

議体として開発協力連帯（Development Alliance Korea: DAK）が発足した。このフラッド

フォームは、アクター同士のネットワークを強化し、相互の情報共有と政策及び戦略の協議を

通じて共同で事業を発掘し実施することを目的とする（国務調整室・企画財政部・外交

部 2014：103）。

　政府による国際協力 NGO の事業支援に関するもう一つのスキームとして、国際貧困退治寄

与金制度を紹介しておこう。これは、ミレニアム開発目標達成のための革新的開発財源の一つ

である「航空券連帯税」の韓国語名称であり、韓国を出国する航空券に少額の寄与金（1000

ウォン）を課して集まった財源を途上国、特にアフリカの疾病及び貧困撲滅を目的に活用する

ために2007年に導入された制度である（外交通商部 2008：97）。2014年現在、この制度を通じ

て190.26億ウォンが NGO 事業を支援するために執行された15）。支援を受けた例としては、グッ
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ド・ネイバーズ（Good Neighbors）によるモザンビークにおける「顧みられない熱帯病

（Neglected Tropical Diseases）管理事業」をはじめ、チャイルド・ファンド・コリア

（ChildFund Korea）のウガンダにおける「HIV/AIDS 予防及び治療のための事業」、セーブ・

ザ・チルドレン・コリアのマリにおける「 5 歳未満乳幼児のための保健医療サービス向上事

業」等がある（KOICA 2015）。

　KOICA による「市民社会協力プログラム」は、日本の「日本 NGO 連携無償資金協力」と

その設立目的や重点分野等が非常に類似している。しかしながら、ここで注意しておかなけれ

ばならないのは、韓国の ODA 政策は市民社会との協力関係の構築を民官協力の一つの柱とし

て位置づけており、日本の政策上の位置づけとは異なる点である。韓国における民官協力は、

ODA と市民社会、民間企業、大学等あらゆる民間アクターとのパートナーシップを指す「包

括的な概念（国務調整室・企画財政部・外交部 2014：96）」として用いられている。一方で、

日本の ODA における官民連携は、雇用や技術及び貿易・投資等途上国の開発における民間企

業の貢献を考慮し、ODA 資金を投入することによって日本の民間による対途上国投資を促進

するとともに、日本企業の海外展開を後押しすることを意味する（外務省 2016：171；国務調

整室・企画財政部・外交部 2014：95）。なお、韓国の有償援助における民資事業借款、複合金

融、保障制度等のスキームは、日本におけるこのような官民連携に相当する制度であるが、ま

だ本格的活用には至っていない（国務調整室・企画財政部・外交部 2014：100-102）。

5 －⑵　NGOによるアドボカシー活動

　韓国の NGO が ODA の政策決定に参加する、あるいは、影響を与える手段には、次の 4 つ

がある。まず、第 1 に、政府との政策協議である。韓国の NGO が ODA 政策をめぐって政府

と協議する正式な場は ODA 政策懇談会である。これは、2013年に国務調整室に設置されたも

のであるが、国務調整室と企画財政部・外交部によって年 4 回開催される（国務調整室・企画

財政部・外交部 2014：105）。

　実は、市民社会との政策協議に対する政府の態度は、2011年のプサン総会をきっかけに大き

く変化した。上述したように、韓国の国際協力 NGO にとってのプサン総会は、市民社会の一

部としての自己意識の喚起や活動の組織化等をもたらした転機であった。韓国外交部は、それ

まで NGO との情報共有に消極的であったが、このような NGO の変化を受けて、特に KoFID

と様々なチャンネルを通じて意思疎通を図り、積極的に支援するようになったのである（キ

ム・ホン 2014：189）。また、韓国の ODA 政策を審議・決定する国際開発協力委員会にも17

関係部処長官及び機関長とともに市民社会・学界・経済界から民間の専門家が 7 名参加してお

り、その実務委員会にも同じく 7 名の民間委員が任命され、活動している。この場を通じて、

政府と市民社会が情報を共有し、相互協力関係に関する議論を行うこととなっている（国務調
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整室・企画財政部・外交部 2014：102-103）。

　第 2 に、韓国の国会では ODA 政策を策定する時に、専門家懇談会やセミナー等を通じて

NGO を含めた市民社会と意見交換を行うことがある。これらの場の参加者らは、改革の速度

に関する意見の相違はあるものの、国際基準を取り入れた韓国の ODA 改革の必要性に関して

は合意が見られているという16）。ここでは、関連する事例として「国際開発協力基本法」の改

定に関する事例を取り上げておく。

　韓国では2010年に ODA の基本精神、目標、実施体制等を定めた「国際開発協力基本法」が

制定された。同基本法は、外交部と企画財政部の間の意見調整の末に提出された政府法案が原

案であった。政府は、その法案策定時に NGO に意見を求め、NGO も同基本法に関する意見

を述べた声明書を発表した。しかし、これらはあくまでも政策決定における市民社会の参加を

形式的に体現しようとしたものであって、実際 NGO の意見が反映されることはなかった17）。

　その後の2013年 2 月、ウ・サンホ議員ら21名は「国際開発協力基本法一部改定法律案」を国

会に提出した。この改定案は、国際社会による貧困撲滅に協力するためには、貧困が集中する

途上国の障がい者をも対象にした積極的な援助が必要であるとの考えから、基本法の第 3 条第

1 項に「障がい者」への協力を追加して明記することを主旨としたものであった18）（ウ・サン

ホ議員代表発議 2013）。最終的に、同法案は他議員が発議した国際開発協力基本法一部改定法

律案と統合された外交統一委員会提出案で代案可決された。この改定においては、同国会議員

らからの意見を要請されたこともあって、NGO の意見が反映される形の法改正となった19）。

　第 3 に、情報公開請求権を行使することも ODA をめぐって政府と意思疎通を図る一つの手

段として用いられている20）。例えば、韓国の国際協力 NGO の一つである ODA Watch は、

ODA 事業の監視と政策提言を目的に活動しているが、過去に有償・無償援助及び個別の事業

予算と評価報告書に関する情報公開を数回にわたって請求してきた。しかしながら、政府は、

ODA 業務の公平性の侵害、内部回覧用により公開不可、事業参加企業の機密が含まれるため

公開不可等の理由により、限定的な情報しか開示しなかった（キム 2012：34-45）。

　この事例は、韓国の ODA の透明性が低いことを示す（キム 2012：34）。韓国外交部は、こ

のような現状を改善するために、2011年のプサン総会以降から IATI への加盟を模索してきた。

IATI は2008年アクラで開催された第 3 回援助効果に関するハイレベル・フォーラムの後に発

足した援助の透明性に関する国際イニシアティブである。同フォーラムでは、受入国の予算・

会計・監査を明確にできるように、援助供与国が援助の規模、配分、予算支出の結果を定期的

に公開することを約束したが、IATI はこれを実行するために設立されたのである（ユン・

ジョ 2013：12）。

　韓国政府は2014年 4 月に開催された市民社会との ODA 政策懇談会において IATI への正式

加盟を2015年中に実現する方針を示した（国務調整室開発協力政策官室 2014）。そして、実際
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2015年12月韓国は IATI に加盟した。実は、その間、国際協力 NGO を中心とした市民社会は

韓国政府の IATI 加盟を訴えてきた。2013年 7 月から10月にかけての100日間「34900ウォンの

行方を捜して21）」と題するキャンペーンを展開し、IATI 加盟に関する市民の署名を集めて国

務総理室に提出した。同時に、記者会見も行い、政府に対する情報公開の拡大と援助透明性向

上の必要性を訴えた22）。最後に、このようなキャンペーン、記者会見、市民の署名収集等も

NGO が ODA の政策に影響を与える手段となっている。

6 ．終わりに

　韓国の国際協力 NGO は1990年代に始動し、2004年のスマトラ沖地震、2005年以降の政府に

よる ODA 改革、2011年のプサン総会を経験しながら、大きく成長した。それは、団体数から

見た量的増加だけではなく、活動の目的や地域及び分野の拡大を伴った質の成長でもあり、そ

こに見られる特徴をまとめると、以下の通りである。

　第 1 に、韓国では、国内向けの福祉事業を目的に設立された国際協力 NGO や、現在でも国

内向け事業を行いながら、国際協力 NGO としての役割を果たしている団体が多い。これは新

興ドナーである韓国ならではの特徴であるといえる。また、その成長には宗教が大きな役割を

果たした点や対北朝鮮支援を目的とする NGO が多い点等も、韓国の国際協力 NGO に見られ

る注目すべき特徴であった。第 2 に、韓国の NGO の援助事業は、日本と同様にアジアに集中

しているものの、アフリカに対する援助の割合も高い。特に、アフリカに対する援助事業は基

礎社会サービス分野に集中しており、このような地域別・分野別援助動向は、貧困削減に対す

る NGO の積極的な姿勢を表している。そのため、第 3 に、韓国政府は KOICA による市民社

会協力プログラムと国際貧困退治寄与金制度を通じて国際協力 NGO の事業を財政的に支援し、

政府による貧困削減への取り組みを補完する制度として活用している。第 4 に、NGO による

アドボカシー活動は、国際規範の遵守や透明性向上等を促進することを通じて、政府による

ODA の効果の向上に貢献している。

　このように、韓国の国際協力 NGO は ODA の役割を補完し、世界の貧困削減に対する韓国

の取り組みにおいて大きな貢献をしてきた。しかしながら、その活動には、西洋の国際協力

NGO に比べて次のような限界点がある。まず、第 1 に、韓国の ODA を通じた NGO の事業支

援の割合は非常に少ない。2013年に韓国の二国間援助に占める NGO への支援はわずか 2 ％で

あった。同年 DAC 加盟国では平均的に二国間援助の16％が NGO の事業の支援に配分された

（OECD 2015：231、235）。さらに、KOICA の市民社会協力プログラムは公募によって支援事

業が選定されるが、NGO の数が増加するにつれてこの資金を勝ち取るための NGO 間競争が

ますます激しくなってきている（Watson 2012: 97）。一方で、韓国の国際協力 NGO の中では、
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特に、中規模の団体（事業費総額 1 億ウォン～50億ウォン）の事業費に占める ODA 支援金が

20％から44％を占めている（KCOC・KOICA 2014: 43-44）。このような状況では、NGO の活

動の自律性を確保する問題も重要になってくる。

　第 2 に、韓国の国際協力 NGO のほとんどは歴史が浅く、活動範囲も狭い。特に、韓国の国

際協力 NGO の活動は子供を対象とした教育と保健医療の分野に集中しており、環境等の分野

で活動する NGO は少ない。また、アドボカシー活動に関しては、韓国ワールド・ビジョンや

セーブ・ザ・チルドレン・コリア等のように途上国向け国際協力事業を行いながら、アドボカ

シーのための内部部署を持つ場合や、経済正義実践市民連合（経実連）等のように人権やジェ

ンダーの平等の分野で活動する NGO が国際協力分野でのアドボカシー活動を行っている場合

があり、このようなアドボカシー活動を行う NGO のネットワークとして KoFID 等が設立さ

れている。しかしながら、韓国ではアドボカシー、または、研究を目的として設立された国際

協力 NGO は、今のところ ODA Watch と ReDI のみである23）。

　第 3 に、2013年から定例化している政府との ODA 政策懇談会は、年に 1 回から 2 回程度し

か開催されておらず、また、その内容も双方の情報共有のレベルにとどまっている24）。

　今後、貧困削減に対する韓国の国際協力を一層強化するためには、以上の問題点を改善する

ことが必要である。そのためには、政府と NGO を含めた市民社会との連携を現在の形式的な

ものから政策決定過程に根付いた制度的なものへと発展させていく必要があるだろう。また、

この分野における人材育成のための支援や制度もさらに充実させる必要がある。これによって、

NGO 側でも十分な人員を確保し、活動の多様化と専門性をより高めることができるだろう。

注

1 ） 無償援助と有償援助は韓国で使われている用語で、それぞれ贈与と借款を指す。

2 ） 調査は、選定された国際協力 NGO の2013年度の活動を対象に、2014年 4 月14日から2014年 6 月30日

まで実施された（KCOC・KOICA 2014: 13）。

3 ） ここでは、2005年と2014年に政府の委託を受けて実施された世論調査を比較するが、各調査は別の実

施機関が実施しており、アンケートの設問と選択肢には若干の違いがあることを断っておきたい。

4 ） 残りは、その他が0.5％、無回答が0.7％であった。

5 ） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。

6 ） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。

7 ） テファ福祉財団のホームページを参照した（http://www.taiwhafound.org/　2016年 3 月22日アクセ

ス）。監理教は、韓国のキリスト教の一派。

8 ） セーブ・ザ・チルドレン・コリアのホームページを参照した（https://www.sc.or.kr/　2016年 3 月22

日アクセス）。
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9 ） 円仏教は韓国仏教の一派。

10） 同年、韓国の ODA 総額は16.9億ドルであった。韓国政府は DAC 加盟以降 ODA の継続的な増額を

行っており、国内では対北朝鮮援助を ODA に含めるかどうかの議論がここ数年続いている。

11） 日本の場合、ミャンマーは11位、ラオスは12位であった。

12） 国際 NGO センミョンヌリ（생명누리）のホームページを参照した。

 （http://www.lifeworld.or.kr/place_malawi　2015年 3 月 4 日アクセス）

13） 韓国健康管理協会（한국건강관리협회）のホームページを参照した。

 （http://www.kahp.or.kr/cms/doc.php?tkind=4&lkind=23&mkind=68　2015年 3 月 4 日アクセス）

14） ただし、新規 NGO の事業の場合は、上限額が 1 億ウォンに限定される（KOICA 2015）。

15） 2014年現在、この寄与金から累計824億ウォンが支出されたが、うち最も高い割合を占めるのは、国

際医療品購入ファシリティ（UNITAID）やワクチンと予防接種のための世界同盟（GAVI）等のグ

ローバル事業に対する支援（562.11億ウォン）であった（KOICA のホームページを参照した。

http://www.koica.go.kr/　2016年 3 月16日アクセス）。

16） 筆者による国会関係者へのインタビュー（2014年 2 月13日ソウルにて実施）。

17） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。

18） 改定前の国際開発協力基本法第 3 条第 1 項は、「国際開発協力は開発途上国の貧困削減、女性と児童

の人権向上及びジェンダーの平等の実現、持続可能な発展及び人道主義を実現し協力対象国との経済

協力関係を増進させ、国際社会の平和と繁栄を追求することを基本精神とする」と定めており、女性

と児童への配慮のみを含んでいたが、その後「…女性、児童、障がい者の人権向上、ジェンダーの平

等…」に改定された

19） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。

20） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。

21） 34900ウォンは、2012年韓国国民一人当たり ODA 負担金である（ユン・ジョ 2013：52）。

22） ユン・ジョ（2013：52-63）、筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウル

にて実施）、筆者による KOICA 職員へのインタビュー（2014年 2 月17日ソンナム市にて実施）を参

照した。

23） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。

24） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。
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